
 

  

2024 年 6 月 14 日、外国人労働者の技能実習制度に代わり、新たに 育成就労制度 を設けることを

柱とする改正出入国管理法などが、参議院本会議で賛成多数で可決・成立しました。外国人を不正に

雇う「不法就労助長罪」の罰則強化なども盛り込まれています。 

30 年以上技能労働者の受入れ制度の中核だった「技能実習制度」から「特定技能制度」及び「育成

就労制度」での受入れ体制へ移行していくことになりますが、人手不足を解消するために、実態に即

しながら外国人材確保に向けて制度を転換するものと考えられます。「育成就労制度」は、制度の枠組

みは技能実習制度と共通しますが、内容は変更されている点が多く、外国人の受け入れ対象分野や転

職についてなど、企業における外国人雇用の状況も大きく変化するでしょう。 

2027 年までに施行されますが、技能実習法の法律名は、「外国人の育成就労の適正な実施及び育成

就労外国人の保護に関する法律」（育成就労法）に改められました。また、入管難民法の改正には、外

国人に対する永住許可の取り消しに関する規定も含まれています。 

今後は主務省令による「内容」の具体化に注目していきましょう。 

 

2025 年 4 月 1 日から段階的に施行となります。 

 

 

 

 

 

 

◆雇用保険の育児関連給付金創設／改正子ども・子育て支援法等が成立 

 2024 年通常国会で、子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律が成立（2024 年 6 月 12 日公

布、順次施行）しました。人事労務関連業務への影響として、改正雇用保険法が盛り込まれています。 

改正法成立に伴い、両親ともに育児休業を取得した場合に支給する「出生後休業支援給付」および育

児期に時短勤務を行った場合に支給する「育児時短就業給付」が創設されることになります。 

 また、子ども・子育て支援金制度の創設 に伴い、医療保険者が被保険者等から徴収する保険料に

納付金の納付に要する費用（子ども・子育て支援金）を含めることとなります。 

 

【現状】 

休業開始から通算 180 日までは賃金の 67％（手取りで 8割相当）、180 日経過後は 50％が支給 

【見直し内容】 

男性は子の出生後８週間以内、女性は産後休業後８週間以内に、被保険者とその配偶者の両方が 

14 日以上の育児休業を取得した場合 

⇒ 最大 28 日間 、休業開始前賃金の 13％相当額を給付 

育児休業給付とあわせて給付率 80％（手取りで 10 割相当）へと引き上げ支給 

（※ 配偶者が専業主婦（夫）の場合や、ひとり親家庭の場合などには、 

配偶者の育児休業の取得を求めずに給付率を引き上げる。） 

＜財源＞子ども・子育て支援金を充当   ＜施行期日＞2025（令和 7）年 4月 1 日 

【2024 年 7 月号】 

 
出生後休業支援給付 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状】 

 育児のための短時間勤務制度を選択し、 

賃金が低下した労働者に対して給付する制度はない。 

【見直し内容】 

 被保険者が、２歳未満の子を養育するために、 

時短勤務をしている場合の新たな給付として、 

⇒ 育児時短就業給付 を創設 

給付率：時短勤務中に支払われた賃金額の 10％ 

※休業＜ 時短勤務＜ 従前の所定労働時間で勤務することを推進するとしている。 

＜財源＞子ども・子育て支援金を充当   ＜施行期日＞2025（令和 7）年 4月 1日 

 

 

  

「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律」の施行日が決定し、本法律の説明資料が公

開されました。この法律が対象としているのは、フリーランスの中でも企業相手に BtoB で仕事をし

ている「特定受託事業者」の取引 です。発注者（特定業務委託事業者）に対してさまざまな義務や

禁止行為を課す内容の法律であるため、取引先が個人消費者である場合はこの法律は適用されませ

ん。特定受託事業者には、個人事業主はもちろん、法人成りしているフリーランス、仲介事業者（自

らが発注者として業務委託（再委託）の実態が認められる）も含まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇育児休業給付の給付イメージ 
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